
中間評価結果要約表 
 

１．案件の概要  

国 名：パラオ共和国 案件名：パラオ共和国廃棄物管理改善プロジェクト 

分 野：廃棄物 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部第二グループ 協力金額（評価時点）：約1億8,000万円 

先方関係機関： 

 環境保護局（EQPB） 

 資源開発省公共事業局（BPW） 

 コロール州公共事業部廃棄物対策室(PWD-SWM,KSG) 

協力

期間 

（R/D）2005年10月13日～ 

    2008年10月12日 

 

日本側協力機関：環境省 

他の関連協力：2004年9月 廃棄物管理改善（広域）専門家派遣 

１－１ 協力の背景と概要 

パラオ共和国（以下、「パラオ」と記す）では近年の経済・社会の発展や生活様式の変化

から大量に発生している廃棄物はほとんどすべて埋立処分され、旧首都・コロール州をはじ

め各州のゴミ埋立地は典型的なオープンダンプと化し周辺環境や公衆衛生に悪影響を与えて

いる。なかでも、中央政府が管理するMドック処分場は数十年にわたって不適正な埋立管理

が継続され、国家財源として重要な産業である観光にも悪影響を与えているうえ、廃棄物の

増加による将来の埋立容量の逼迫が懸念されている。パラオ政府のMドック処分場埋立手法

の改善を中心とした技術協力プロジェクトの正式要請を受け、JICAは2005年10月より3年間

の予定で「中央政府及びコロール州を中心として、パラオの廃棄物対策を講じるためのキャ

パシティが強化される」ことをプロジェクト目標とする「廃棄物管理改善プロジェクト」を

開始し、活動を行っている。 

本プロジェクトは本邦民間コンサルタントに委託している技術協力プロジェクトであり、

総括/廃棄物管理政策/制度/処理計画、廃棄物最終処分場管理、組織/財務/人材能力開発/ワ

ークショップ、住民教育/啓発/3Rの4分野で、プロジェクトの進捗状況にあわせ専門家を年に

複数回派遣している。プロジェクトの中間地点を迎えるにあたり、これまでの活動実績に対

する評価を行い、後半のプロジェクト活動に軌道修正の必要がないかどうか、また、目標達

成に向けた課題について関係機関と再確認を実施すべく、今回の中間評価調査を実施した。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

１．コロール州における廃棄物管理の改善が同国内の他の州に普及する。 

２．パラオでの成果・経験がモデルとしてミクロネシア地域の他国に普及する。 

 

（2）プロジェクト目標 

中央政府及びコロール州を中心として、パラオの廃棄物対策を講じるためのキャパシティ

が強化される。 

 

（3）成 果 

１．廃棄物処分量を減少させるための国家の方針が策定される。 

２．コロール州の環境衛生を改善するために既存の不適正な最終処分場管理が改善され

る。 

３．廃棄物管理関連機関の能力向上が図られる。 



（4）投 入（中間評価時点） 

 日本側： 

  専門家派遣 

  研修員受入れ 

 

 

4名 

なし 

 

機材供与 

 現地活動費負担（2007
年5月時点 JICAパラオ

事務所レート：119.03
円=1米ドル） 

 

1,311万3,188円 

8,008万3,384円 

 

 相手国側： 

カウンターパート配置 

  土地・施設提供 

 

8名 

専門家執務室

 

ローカルコスト負担 

 

 

15万6,890米ドル

２．評価調査団の概要 

団長/総括 

 

廃棄物管理計画 

協力企画 

 

評価分析 

 

大久保恭子：JICA地球環境部第二グループ 

      環境管理第一チーム長 

天野 史郎：JICA国際協力専門員 

日浅 美和：JICA地球環境部第二グループ 

      環境管理第一チーム職員 

市川 智子：A&Mコンサルタント有限会社 

 

調査期間 2007年5月16～26日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 評価結果の要約 

 5項目評価結果について、JICA・パラオ側双方で協議し以下内容を確認した。 

① 妥当性：高い 

本プロジェクトは、パラオ政府や太平洋地域環境計画（SPREP）地域戦略、住民のニ

ーズ等とも一致し、妥当性は高いと判断される。 

② 有効性：普通 

本プロジェクトで位置づけられる3つのプロジェクト成果は、本プロジェクト中間時点

で40％から60％程度の達成済みであり、プロジェクト終了までに、既にプロジェクト目

標の達成が見込まれる。一方で、いくつかのプロジェクト成果の内容と指標及び外部条

件については見直しが必要である。さらに、限られた人材や財源、及び国家廃棄物管理

計画案の策定における具体的な作成手順が見いだされていない状況などプロジェクト目

標の達成に向け、いくつかの懸念がみられる。 

③ 効率性：普通 

日本・パラオ両国からの投入実績と成果の達成状況をみる限り、これまでの本プロジ

ェクトの投入はほぼ適切であったと判断される。 

ただし、プロジェクト成果を達成するために、当初計画にはないが必要となる活動

（「住民啓発活動」や「リサイクル市場調査」等）が複数確認された。 

④ インパクト：正のインパクトが見られる一方で、プロジェクト目標が、プロジェクト

上位目標の達成につながるとはいい難い関係となっている。 

プロジェクト実施による正のインパクト（正の波及効果）が、Mドック埋立処分場内

周辺の環境・衛生面の改善及び廃棄物管理における住民の意識向上などにおいて複数み

られる。他方で、コロール州における廃棄物管理の成功経験をミクロネシア地域諸国へ

普及することは、限られた投入と活動では困難であり、よって、上位目標の達成は一部

困難であると考えられる。 

⑤ 自立発展性：プロジェクト終了後の本プロジェクトの自立発展性確保の見通しがみら

れる。 

パラオ及びコロール州においては、廃棄物管理において、廃棄物管理システムの向

上、カウンターパートの技術面の能力の向上及び住民意識の向上がみられたことが確認

された。これらは、プロジェクトの自立発展性の発現に寄与する要因と考えられる。一



方で、適切な廃棄物管理に必要な予算の確保が必要であることが指摘されているが、そ

の実現性も期待できることから、プロジェクト終了時において、本プロジェクトの自立

発展性の確保は得られるものと見込まれる。 

 

３－２ PDM修正 

 討議議事録（R/D）締結時に合意されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

について、主に以下4点において見直しを行った。 

① ミクロネシア諸国（ミクロネシア、マーシャル）への経験の拡大という記載について

PDMより削除（サモアで実施中の広域廃棄物プロジェクトにより対応することとした） 

② 環境教育/啓発活動のPDM上での明示 

③ SAMLO社によるMドック埋立処分場におけるスクラップ回収活動を、処分場改善工事

実施スケジュールに大きな影響を与えかねない外部条件としてPDMに追加した 

④ その他、当初PDMでは意味が不明瞭であった表現を、より具体的に表示した 

 

３－３ 結 論 

一部活動に遅延がみられたが、計画見直しとそれに基づく今後の投入により、これらの遅

れについてはプロジェクト終了時までには取り戻し、当初プロジェクト目標を達成する見込

みである。総じてプロジェクトは順調に展開していると思われる。パラオ側も限られた資

金・人的資源を最大限投入し（一部投入遅延などはあったものの）、プロジェクト成果の発

現にむけ真剣に取り組んでいることが確認できた。特に、カウンターパートにおいては、本

プロジェクト要請/発足の経緯を十分に理解のうえ、本プロジェクトは処分場改善事業を大き

なコンポーネントとしているが、これはミニ無償資金協力ではなく、あくまでパラオ側が衛

生埋立処分場の整備・運営を自ら理解し習得する経験の場となる、技術協力プロジェクトで

あることを十分理解していた点を確認できた。また、プロジェクト開始以降、廃棄物管理の

改善に向けたパラオ側のコミットメント/努力をみてとれる以下の事象が確認できたことも、

中間評価団として大きな成果であった。 

 

・Mドック埋立処分場を運営維持管理する資源開発省公共事業局内にある廃棄物管理専任

部署の機能強化が政府決定された。 

・容器リサイクルに関する法律（Recycling Law）の成立（2006年10月）を受け、その実施

施行細則整備が進んでおり、近日中に素案がまとまる状況にある。 

・廃棄物管理に必要なコストをリカバリーするための新たな収入源を検討する作業が進展

しており、2007年6月末には政府に対する提言がなされる予定にある。 

・資源開発省公共事業局の予算は、同局が所管するその他公共事業予算と一括して管理さ

れていたが、2008年度予算（2007年10月～）より廃棄物管理用にイヤーマークされた形

で配布されるシステムに変更される予定にある。 

・コロール州において、ゴミの分別・減量をねらうリサイクルプロジェクトが開始され

た。 

 

これらについては、真に実現されるかどうか若干の懸念が残る部分もあるが、いずれ実現

されれば、プロジェクト活動並びに成果に好影響を確実にもたらすものである。このような

外部環境のなかでプロジェクト活動を展開することにより、パラオの廃棄物管理体制が大き

く前進することが期待されるところである。 

 また、3つあるプロジェクト成果の1つである廃棄物管理に係る国家計画案の作成について

は、活動遅延はないもののこれからドラフト作成の本番に入る段階にきたが、その作成方法

が必ずしも明確になっていない。限られた人数の、また数多くの業務を兼任しているカウン

ターパート自身の手で、果たしてどの程度確実にドラフト作成が実現できるのか、現実的な

対応策を急ぎ検討する必要があることが確認された。本国家計画は、パラオにとって長期的

な視点で廃棄物管理をどう展開すべきかを示す非常に重要な国家指針の基となるものであ



る。また、これは、今後の処分場整備方針を示すのみならず先述した容器リサイクル法や廃

棄物コストリカバリー策などを網羅した包括的な内容となるべきものである。したがって、

本計画案の作成をどのように進めるべきか、関係者間で早急に検討を行う必要がある。 

なお、上位目標の達成に向けては、コロール州の廃棄物管理経験を題材に他州の人材育成

をプロジェクト活動として実施することとなっているが、これについては、実際の改善行動

を発現させることを意図した十分に計画された研修の実施と、そのフォローアップ実施（プ

ロジェクト活動内にて）の必要性がパラオ側・日本側双方にて確認された。 

 




